
 

 

業務方法書の取扱いの一部改正新旧対照表 

新 旧 

  

（報告事項） （報告事項） 

第６条 業務方法書第２２条に規定する当社が定

める場合は、次の各号に掲げる場合とし、所定の

報告書に当社が必要と認める書類を添付して報

告するものとする。 

第６条 業務方法書第２２条に規定する当社が定

める場合は、次の各号に掲げる場合とし、所定の

報告書に当社が必要と認める書類を添付して報

告するものとする。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

（３） 破産手続開始、再生手続開始、更生手

続開始、整理開始、清算開始又は特別清算開

始の申立てを行ったとき又はこれらの申立て

若しくは通知が行われた事実を知ったとき。 

（３） 破産、再生手続開始、更生手続開始、

整理開始、清算開始又は特別清算開始の申立

てを行ったとき又はこれらの申立て若しくは

通知が行われた事実を知ったとき。 

（４）～（１０） （略） （４）～（１０） （略） 

（１１）証券会社又は外国証券会社にあっては、

役員が法第２８条の４第１項第９号イからト

までに掲げる者のいずれかに該当することと

なった事実を知ったとき、証券会社又は外国

証券会社以外の者にあっては、役員が破産手

続開始の決定、禁錮以上の刑又は法の規定に

より罰金の刑を受けた事実を知ったとき。 

（１１） 証券会社又は外国証券会社の役員に

あっては、役員が法第２８条の４第１項第９

号イからトまでに掲げる者のいずれかに該当

することとなったとき、証券会社又は外国証

券会社以外の者の役員にあっては、役員が破

産の宣告、禁錮以上の刑又は法の規定により

罰金の刑を受けたとき。 

（１２） 証券会社にあっては、主要株主（法

第２８条の４第２項に規定する主要株主をい

う。）が法第２８条の４第１項第１０号イ若し

くはロ又は第１１号イからハまでに掲げる者

のいずれかに該当することとなった事実を知

ったとき。 

（１２） 証券会社の主要株主（法第２８条の

４第２項に規定する主要株主をいう。以下こ

の号において同じ。）にあっては、主要株主が

法第２８条の４第１項第１０号イ若しくはロ

又は第１１号イからハまでに掲げる者のいず

れかに該当することとなったとき。 

（１３）～（１６） （略） （１３）～（１６） （略） 

  

  

付   則  

１ この改正規定は、平成１７年１月１日から施行

する。 

 

２ 平成１６年１２月３１日までにされた破産の

申立てにより平成１７年１月１日以後にされた

破産の宣告については、破産手続開始の決定とみ

なす。 

 

  

 


